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ビジョン策定の背景と狙い
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 世界全体で2050年までに温室効果ガス排出量の半減が目標

（ クールアース50 ）

 発電過程で二酸化炭素を排出せず、かつ安定して経済的な電力供給が可能な原子力発電の導入
拡大が世界的な低炭素社会の実現に不可欠

( 原子力委地球環境保全・エネルギー安定供給のための原子力のビジョンを考える懇談会 )

 原子力は温室効果ガスの排出量を減少させる不可欠の手段

（ 洞爺湖サミット合意文書 ）

【エネルギー環境問題への関心の高まり】【エネルギー環境問題への関心の高まり】

議論の素材として、再生可能エネルギーと原子力の最大限活用によりエネル
ギー環境問題の解決が可能であることを示す。

エネルギー源の選択は暮らしや社会のあり方そのものの
選択に他ならず、国民一人ひとりが議論へ参画が必要。

【国民議論】【国民議論】

ビジョンの検討過程の概要
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ポイントは「低排出化」と「安定供給」



5

最終エネルギー消費の推計最終エネルギー消費の推計

民生
・家庭
・業務

運輸
産業

石炭
石油
天然ガス
電力
再生可能

一次エネルギー供給の推計一次エネルギー供給の推計

石炭
石油
天然ガス
原子力
再生可能

分野別

原子力導入量
・原子力発電設備容量

原子力導入量
・原子力発電設備容量

CO2排出削減
・石油、石炭等の減少分
・CCS(CO2貯留・回収)火力導入分

など

CO2排出削減
・石油、石炭等の減少分
・CCS(CO2貯留・回収)火力導入分

など

発電部門発電部門

石炭
石油
天然ガス
原子力
水力
新ｴﾈﾙｷﾞｰ＊

転換部門(発電を除く)転換部門(発電を除く)

石炭
石油
天然ガス
核熱
再生可能

エネルギー源別

発電設備別

・前提条件（シナリオ）
・エネルギー源別シェア
・省エネネギー削減率 など

・前提条件（シナリオ）
・エネルギー源別シェア
・省エネネギー削減率 など

・発電電力量
・発電設備容量
・原子力設備容量

高温ガス炉に
よる水素製造
など

統計データからの推計
・ＧＤＰ、人口、世帯数、自動車保有台数 など

統計データからの推計
・ＧＤＰ、人口、世帯数、自動車保有台数 など

エネルギー源別

＊新エネルギーは、太陽光、風力、廃棄物など。再生可能エネルギーは、
水力、地熱、新エネルギーなどを含む。

需要を満たすのに必要な
一次エネルギー量の推計

化石燃料など資源輸入の削減
・化石燃料の輸入削減
・天然ウランの輸入削減

化石燃料など資源輸入の削減
・化石燃料の輸入削減
・天然ウランの輸入削減

放射性廃棄物発生量
・高レベル放射性廃棄物量

放射性廃棄物発生量
・高レベル放射性廃棄物量

ベストミックス
・電力負荷変動の対応

ベストミックス
・電力負荷変動の対応

我が国のエネルギー需給推計フロー

・各発電設備のシェア
・熱効率 など

・各発電設備のシェア
・熱効率 など

2100年までのエネルギー需給システム像

需要側システム
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GDPの推計

【前提条件】
 我が国の1人当たりのGDPはある一定の割合で伸び続け、2100年で現在の2倍になると想定した。
 将来人口は、人口問題研究所の高位ケースを使用した。

データ出所：
・「日本の将来推計人口 平成18年12月推計」 平成18年12月 国立社会保障・人口問題研究所
・EDMC エネルギー・経済統計要覧2008

GDPが最終エネルギー消費の推計に
関係する項目

民生－業務部門における床面積
の将来推計
産業分野の将来推計
運輸分野の自動車保有台数の将
来推計
運輸分野の貨物部門の将来エネ
ルギー消費推計

民生－業務部門における床面積
の将来推計
産業分野の将来推計
運輸分野の自動車保有台数の将
来推計
運輸分野の貨物部門の将来エネ
ルギー消費推計

推計された
GDP
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人口(高位ケース)： ピーク 1億2700万人

推計されたGDP： ピーク 632兆円

[GDP/人]は100年間に2倍を想定

技術的オプション導入の基本的考え方（１／２）
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☞ 需要面では：

• 総合的なエネルギー利用効率を向上させる（低排出化）

⇒省エネルギー

• 最終消費段階での化石燃料燃焼の機会を減らす（低排出化）

⇒最終エネルギー媒体の集約化；電化（民生、産業、運輸）、
水素化（産業、運輸）

【技術オプション例】

オール電化住宅、電気自動車、水素燃料電池自動車、製鉄業の
還元材としての水素の利用、



民生分野の需要推計
家庭部門

【前提条件】
 家庭部門の最終エネルギー消費は、世帯数に連動す

る。
 世帯数の将来予測は、人口問題研の2030年までの予

測を使用した。
それ以降は、(人/世帯)のトレンドから推定→2030年以
降は (平均2.4人/世帯) と仮定する。

【省エネﾙｷﾞｰの想定】

 省エネルギーを想定しない試算値における2010年値を
出発点とする。

 世帯当たりのエネルギー消費量を、2010年比で2020年
は7％減、2030年は13％減とする。

（経産省長期エネルギー需給見通しの考え方を取り入
れる※）

 2030年以降は世帯当たりのエネルギー消費量一定と
する。

参考：
・「日本の世帯数の将来推計(全国推計) 平成20年3月推計」 国立社会保障・人口問題研究所
・EDMC エネルギー・経済統計要覧2008

※「長期エネルギー需給見通し(案)」 平成20年3月 総合資源エネル
ギー調査会 需給部会

最終エネルギー消費(家庭部門)
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民生分野の需要推計
業務部門

【前提条件】
 業務部門の最終エネルギー消費は、床面積に連動す

る。
 床面積の予測は、GDP(伸び率)に連動する。

【省エネルギーの想定】

 省エネルギーを想定しない試算値における2010年値
を出発点とする。

 床面積当たりのエネルギー消費量を、2010年比で
2020年は10％減、2030年は15％減とする。

（経産省長期エネルギー需給見通しの考え方を取り
入れる）

 以後（床面積が増加を続ける）2040年までは2030年値
一定（床面積当たりのエネルギー消費は減少を続け
ることになる）。

 2040年以降は床面積当たりのエネルギー消費量一定
とする。

最終エネルギー消費(業務部門)

参考： EDMC エネルギー・経済統計要覧2008 10
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【家庭部門：シェア設定シナリオ】
石炭 －熱源利用のため、2100年で0%
灯油 －熱源利用のため、2075年で0%
LPG －2030年まで2005年のシェアを維持し、その後2100

年までに0%
都市ガス－2030年まで2005年のシェアを維持し、その後

2100年までに0%
電力 －2100年で95%のシェア
太陽熱 －2100年で5%のシェア

【業務部門：シェア設定シナリオ】
石炭－熱源利用のため、2100年で0%
石油－熱源利用のため、2075年で0%
ガス－2030年まで2005年のシェアを維持し、その後2100
年までに0%
電力－2100年で「熱」以外の全てが電力分
熱 －2005年の消費量のまま2100年まで一定
☞熱は、太陽熱、地熱を含む

民生分野のエネルギー需要構成

11

0

500

1000

1500

2000

2500

2000 2020 2040 2060 2080 2100

PJ 家庭部門最終エネルギー消費

太陽熱

電力

都市ガス

LPG

灯油

石炭

西暦年

0

500

1000

1500

2000

2500

2000 2020 2040 2060 2080 2100

PJ 業務部門最終エネルギー消費

熱

電力

ガス

石油

石炭

西暦年

0

200

400

600

800

1,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

2000 2020 2040 2060 2080 2100

G
D
P
[兆

円
]

P
J

西暦年

省エネルギーなし

GDP(兆円)

省エネルギー考慮

産業分野の需要推計

【前提条件】
 産業分野の最終エネルギー消費は、GDP(伸び率)に

連動する。

【省エネルギーの想定】
 省エネルギーを想定しない試算値における2010年値

を出発点（ピーク値）とする。
 2010年（ピーク値）比で2020年は2％減、2030年は同

3％減とする（経産省長期エネルギー需給見通しの考
え方を取り入れる）。

 以後（GDPが増加を続ける）2040年までは2030年値
一定とする（GDP原単位は改善を続けることになる）。

 2040年以降はGDP原単位一定とする。

産業分野の最終エネルギー消費
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【シナリオ】
石炭 －一般炭は、蒸気供給や自家発などの熱源とし

て利用される。消費量は年々減少し2100年でゼ
ロになるとした。原料炭は、2100年に製品のコー
クスが全て核熱水素に置き換わり2100年でゼロ
になるとした。

石油 －重油などの燃料油については2075年で消費
量がゼロになるとし、LPGやナフサなどの原料用
の石油製品も天然ガスや核熱水素で代替するこ
とで消費量は年々減少し2100年でゼロになると
した。

天然ガス－LPGやナフサなどの石油製品を代替し消費量
が拡大する。2050年以降、電力に次ぐエネル
ギー源／工業原料となる。

電力 －産業分野においても電化が進み、電力消費量
が拡大するとした。

核熱 －2040年から高温ガス炉の導入開始。初期は化
学コンビナートにおける蒸気と電力の供給から
利用を始め、化学工業における原料用ナフサ、
石油プラントにおける脱硫用水素および製鉄に
おけるコークスを核熱水素で代替する。2100年
にはコークスの全量を核熱水素で代替するとし
た。

その他 －主に紙・パルプで使われる黒液であるが、
2005年から2100年まで横ばいとした。

産業分野のエネルギー需要構成
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最終エネルギー消費構成
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運輸分野の需要推計（１）
【自動車の保有台数の推計】

【前提条件】

運輸分野の最終エネルギー消費量は、消費の約9
割を占める自動車を中心に推計した。

自動車の保有台数が、現在の統計値を出発点に
人口やGDPに連動すると仮定し、輸送機関別（乗
用車、バス等）に将来の保有台数を推計した。乗用
車は15歳以上の人口に、バスは総人口のみに、ト
ラックは総人口とGDPにそれぞれ連動させた。

ガソリン、ハイブリット、燃料電池（究極エコカーの
代表）の車種別将来構成シナリオ（エネ総工研・蓮
池氏）を使い車種別の保有台数を推計した。

究極エコカーのうち近距離用の乗用車として電気
自動車が使用されると想定し、燃料電池車と電気
自動車の導入比率を、小型乗用車と軽乗用車の
比率と考え、導入開始の2030年から６：４で一定比
率で導入する事とした。（現状では軽乗用車比率は
27%で上昇傾向にある。）

近距離トラックのうち軽トラックについては、充電式
の電気軽トラックで置き換わることとした。
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運輸分野の需要推計（２）
【自動車の最終エネルギー消費量の推計】
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【前提条件】

「長期エネルギー需給見通し」に倣い、従
来型車輌の燃費改善を今後25年間で25%
とし、保有台数から車種別の最終エネル
ギー消費量を計算した。
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ハイブリット車、電気自動車および燃
料電池車などの低燃費車の導入が進
みTank to Wheel効率が改善され最終
エネルギー消費量が大幅に減少する。

運輸分野エネルギー需要構成
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 主に自動車でガソリン及び軽油などの化石燃料の直接利用から電気および水素など
の合成燃料に利用の中心が移る。

 燃料電池車や電気自動車はTank to Wheel効率が極めて良いため、最終エネルギー消
費量が著しく減少する。
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鉄道、船舶および航空のエネルギー消費
量については、旅客は総人口のみに、貨
物は総人口とGDPにそれぞれ連動させた。



最終エネルギー消費量
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【2100年の姿】
 最終エネルギー消費量は、省エネルギーに加え、運輸分野における技術の進展・改善

により、現在の42%減の水準になる。
 電化が大幅に進み、最終エネルギー消費に占める電力の割合は現在（2005年）の24%

から62%に大幅に増大する。
 水素は最終エネルギー消費の8%を占める。
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2100年までのエネルギー需給システム像

供給側システム
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技術的オプション導入の基本的考え方（２／２）

☞ 供給面（エネルギー転換を含む）では：

○ 特定の資源・技術への過度の集中を避ける（安定供給）

 発電では；

• 新エネルギー（太陽光、風力）を最大限利用する（安定供給、低排出化）

• 化石燃料（特に石油）への依存を低減させる（安定供給）

• 化石燃料を利用する場合（ベースロード電源としての石炭火力、ピーク
ロード電源としての天然ガス火力）はCCSを装備（低排出化）

• 不足する電力を原子力（核分裂炉、核融合炉）で供給（安定供給）

• 核燃料サイクルの確立（安定供給）

 発電以外のエネルギー転換（化石燃料の精製、水素製造等）では；

• 核熱利用による水素製造（低排出化）

 政策的「ロードマップ」等 準拠
19「原子力最大導入ケース」ではない！
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一次エネルギー供給量の算出 【発電部門】
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【各電源のシェア設定シナリオ】
• 石油火力は、できる限り早期に利用をやめる。
• 石炭火力は、CCSを導入し将来にわたり利用する。
• ガス火力（CCS導入）は、負荷調整の主力として将来にわたり利用する。
• 新エネは最大限利用、不足分は原子力で。

電源別発電電力量

原子力 67.1%
石炭 13.2%
石油 0%
天然ガス 5.8%
水力 9.1%
新エネ 6.4%

原子力 67.1%
石炭 13.2%
石油 0%
天然ガス 5.8%
水力 9.1%
新エネ 6.4%



需要変化に対応した電源の役割分担
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 充電式自動車の普及などにより、長期的には、日負荷変動の幅は縮まる方向であるとし、2100年では供給予備
力を半減できるとした。（最大電力/平均電力が、現在では1.6→2100では年1.3とした）

 しかし、将来的にベースロード電源の設備比率がある程度大きくなれば、低負荷時間帯（夜間）の余剰電力を蓄え
る必要があり、本ビジョンでは揚水式及び将来技術による蓄電設備の導入を想定した。

 さらに、これらの蓄電設備からの電力供給によっても賄えないようなピーク需要に対応するための供給予備力とし
て天然ガス火力（CCS付）を想定している。

将来の電力供給シナリオ
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一次エネルギー供給量の算出 【転換部門】
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☞ 転換部門とは、発電を除く、石油精製や合成燃料製造である。

• 需要側で推計した民生、産業および運輸の各分野において、電力以外の化石燃料や
合成燃料などの消費量の合計値およびエネルギーキャリアごとにそれぞれ設定した精
製プロセス効率を用い、エネルギー源別の一次エネルギー供給量を算出

高温ガス炉による核熱利用

化学コンビナートにおけ
る自家発電及び産業用
蒸気供給の熱源

製鉄産業における還元
剤であるコークス（石炭
製品）の代替として、また、
化学コンビナートにおけ
る原料として、水素を供
給

輸送部門の水素燃料電
池車両への水素供給源
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一次エネルギー供給量
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現在 → 2100年
化石燃料 85% → 30%
再生可能エネルギー 5% → 10%
原子力 10% → 60%
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2100年までのエネルギー需給システム像

原子力エネルギーの導入規模
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軽水炉および高速増殖炉の導入

25

0

50

100

150

2000 2050 2100

西暦年

GWe

軽水炉(プルサーマルを含む)
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原子力発電設備容量 発電設備容量の推移

軽水炉から高速増殖炉(FBR)への移行

2100年時点の導入規模
軽水炉 39GWe
高速増殖炉 78GWe

計 117GWe

核融合炉の導入
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多目的高温ガス炉の導入
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高温ガス炉の総設備規模

高温ガス炉の用途（内訳）

※ 設備利用率85%
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核分裂発電炉核分裂発電炉 核融合発電炉核融合発電炉

※設備利用率85%※設備利用率90% ※設備利用率85%

4GWe/10年

1GWe/年
72GWt
120基

33GWe
33基

【設備規模の推計】

 核分裂発電炉はピーク時（2075年頃）で145GWe

⇒現在の設備規模の2倍に当たる100基（1.5GWe/基と仮定した場合）

 核融合発電炉は2100年で33基（1GWe/基）

＝我が国企業が国際市場で十分な競争力を持ちうる規模

 多目的高温ガス炉は2100年で120基（600MWt/基）

＝需要地近傍立地に適しており、各都道府県に約2.5基が設置される規模

多目的高温ガス炉多目的高温ガス炉

軽水炉

高速増殖炉

100基

☞ もんじゅ、実証炉および大間を除く



2100年までのエネルギー需給システム像

資源需要量と環境排出量
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環境排出量
【高レベル放射性廃棄物】
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☞ 上記のグラフでは、ガラス固化体製作年での量を
処分場面積に換算した場合を示している。
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 電源としての原子力の貢献は38%
 高温ガス炉の産業・運輸利用の貢献は13%

二酸化炭素削減への貢献（2100年）二酸化炭素削減への貢献（2100年）

☞ CCS導入による削減を考慮
(石炭火力、天然ガス火力及び製鉄の高炉ガス)

☞ 森林によるCO2吸収を考慮

西暦年

54%削減

32%削減（2005年比）

90%削減

百万トン－CO2

2050年で現在の約半減、
2100年で9割以上削減

2050年で現在の約半減、
2100年で9割以上削減

百万トン－CO2

西暦年
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ビジョンの実現へ向けた課題等
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実現に向けた課題

 社会的合意の中で、立地地域の理解が不可欠

 ビジョン実現にはバックエンド対策が前提

 特に分離変換技術の研究への取り組みが大切

34

分離変換技術を用いれば、

☞高レベル廃棄物の潜在的な有害度を低減

さらに、発熱性核種の長期保管と組み合わせれば、

☞処分場の面積を縮小（数分の一から百分の一）
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資料の入手方法について
「2100年原子力ビジョン－低炭素社会への提言－」全文は、

独立行政法人 日本原子力研究開発機構 公開HP（”JAEA”にて検索可能）

トップページ右上の「2100年原子力ビジョン」専用ボタンよりダウンロード

できます。

http://www.jaea.go.jp/02/press2008/p08101601/be1.html

また、分析手法の詳細についても、

“JAEA-Research 2009-007”

「わが国の超長期エネルギー需給展望に関する分析」として、

同様に公開HP「研究成果刊行物」よりダウンロード可能です。

http://jolissrch-inter.tokai-sc.jaea.go.jp/pdfdata/JAEA-Research-2009-007.pdf

講演者：村上正一（むらかみ・まさかず） murakami.masakazu@jaea.go.jp

【参考】
「2100年原子力ビジョン」における新エネルギーの発電設備規模

更なる利用拡大に向けた課題

• 日照条件および風況条件の悪い地点への立地の拡大。（設備利用率の低下）

• 需要変動への対応および供給安定性確保のため、大規模蓄電設備の増強。（経済性の低下）

将来社会での風力および太陽光の利用イメージ

• 風力発電の設備規模3.0GWeは、現状におけ

る最大規模の1000kWe風車3,000基相当。
• 日本列島（本土）の脊梁山脈に沿って1列に設

置するとすればおよそ600mに1基、また太平
洋及び日本海沿岸部に設置するとすればお
よそ1.5kmに1基の間隔での設置となる。

• 太陽光発電の設備規模37.5GWeは、家庭用
の3kWe太陽光発電パネル12.5百万基相当。

• ビジョンで想定した世帯数26百万世帯の約半
数へ設置。

その他

太陽光
(37.5GWe)

風力
(3.0GWe)

西暦年

GWe

☞ データ出典：2000年（実績値）のみ電気事業便覧
☞ 設備利用率は、太陽光12%、風力20%とした。


